「ユーロ危機」を読む by 井上 泰夫
ユーロ危機とは？　
ユーロ危機とは何か。それは、ユーロがアメリカ
・
ドルを始めとする
他の国際通貨と為替市場における不均衡を余儀なくされて、為替平価の維持が困難になるという意味でのユーロの危機ではない。そうではなくて、
ユーロ圏に加盟す
る諸国の
マ
ク
ロ経済バ
ラ
ン
ス
が暗転す
る
こ
と
に
よっ
て、ユーロ加盟十六个国のなかからユーロ離脱国が次々とドミノ現象的に出現して、ユーロの将来における存続に危険信号がともることを意味する。実際、ギリシア危機から始まったユーロ諸国の債務危機 、二〇一一年秋ピークに達して、ギリシア、アイルランドなどの新興諸国に加えて、スペイン イタ アにまで波及した。もしこれらの諸 の発行する国債の価値が大幅に下落 財政破綻の状況に追いやられるのであれば、ユーロははたして持ちこたえられるのか、きわめて深刻な状況出現していた。ユーロ危機とはこの意味で、ユ に集約されるユーロ圏加盟諸国のマク 経済の不均
衡に密接に関連している。
　
このテーマ書評では、ユーロ危機発生から現在に至るまで数多く出版
されている著作のなかで われわれの目に留まりやすい次 五点の著作を取り上げることにする。①
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②
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著﹃
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
に
は
絶
対
分
か
ら
な
い
Ｅ
Ｕ
危
機
﹄
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③
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﹄
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二〇一六年
⑤
　
 フ
レ
デ
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・
ロ
ル
ド
ン著
　
杉村昌昭訳
﹃な
ぜ私た
ち
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で
＂資
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に
な
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の
か？
︱
新自由主義に
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け
る欲望と隷属﹄
作
品社
　
二〇一二年
　
これらの著作のなかで、今述べたばかりのマクロ経済不均衡としての
ユーロ危機を制度と歴史の経済学︵レギュラシオン理
論︶の観点から述
べているのが、①ボワイエ著『ユーロ危機』である。経済学になじみのうすい読者のために補足しておけば、レギュラシオン理論とは市場の自動均衡に依拠する新古典派経済学に対して、ケインズとマルクスの理論分析を継承しつつ、資本主義経済の時間的
・
空間的分析に挑んでいる経
済学のアプローチであ 。すでに四十年余りの歴史を有するが、そのインパクトはこの考え方が生まれたフランスだ でなく、ヨーロッパ、南北アメリカ、そしてアジア諸国にま 賛同する研究者のネットワークを築いている。ボワイエによれば ユーロ危機 は危機以前から、すなわち第二次世界大戦直後から存在していたヨーロッパにおける南北問題がユーロの導入によって新たな矛盾を抱えることによっ 生まれたもので
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ある。状況は変化したにもかかわらず、制度様式の変化がともなっていな
い
こ
と
に、
Ｅ
Ｕ
経
済
の
レ
ギ
ュ
ラ
シ
オ
ン︵
調
整
︶
の
危
機
が
存
在
す
る。
レ
ギュラシオン理論によれば、ユーロ危機とは 安定的な蓄積体制を実現さ
せ
る
よ
う
な
レ
ギュラ
シ
オ
ン様式が制度化さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を意味す
る。
ユーロの光と影　
ユ
ー
ロ
危
機
は
と
り
わ
け
二
〇
一
〇
年
以
降
数
多
く
語
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
テーマであるが、ユーロが導入されて以降の十年間はむしろユーロの強さ、メリットが大きく発揮されていた たしかにユーロ多幸症とも言える
時
期
で
あ
り、
そ
れ
ま
で
経
済
成
長
の
遅
れ
て
い
た
Ｅ
Ｕ
の
南
の
諸
国
が
力
強
い
成
長
を
開
始
し
た
こ
と
が
大
々
的
に
報
道
さ
れ、
学
問
的
に
も
話
題
に
上
が
っ
た。
北の諸国から潤沢な資金が南に流れ込んで、経済成長の歯車が回転し始めた、というわけである。
　　　
　
実
際、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率、
消
費
水
準
の
上
昇
率
で
見
る
と、
こ
れ
ら
の
南
の
諸
国
は
ユ
ー
ロ
圏
に
加
盟
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
高
い
成
長
率
を
実
現
す
る
こ
と
に
な
る。
そして、スペイン
・
マドリッド、ギリシア
・
アテネでオリンピックが開
催され、世界の注目を集めることになった。だが、問題はその先にあった。というよりも、こ 一見はなばなしい経済成長の中身 問題であった。実体経済 どうであったのか。スペインもギリシアも一定の製造業を国内に抱えているものの、当時の成長に大きく貢献した は、金融バブル経済であった。金融部門、不動産部門 建設部門などの特定の産業において資金が潤沢に循環する結果、これらの産業に関わ 人 ち 利益配分に関わるが、それは国民経済全体の底上げになら い、というバブル経済の繁栄の限界である。②広岡著『エコノミストには絶対分からないＥＵ危機』は、金融自由化︵＝金融グローバリゼーション︶によって変質し
た現代経済の特質を次の
よ
う
に述べ
て
い
る。
﹁い
ま
や、
投機
・
投
資のお金の量はあまりにも大きく、も や一国 総力 挙げても太刀打ちできないほどになって ます。この莫大な有 余るお金はバブルをつくりだします
。バブルは当然、破裂します。⋮⋮世の中はバブルと破裂
の連続になっ しまいました﹂
︵一七八頁︶
。本書のはなはだ刺激的なタイ
トルは、資本市場の自動的な安定化作用に過度に依拠するエコノミストたちへ 警告としてみなすことができる。市場分析は れ自体重要であ
るにしても、市場を支える構造や制度こそが市場の動きの背景にあることを理解すべきである。　
さらに、ユーロ危機は直接的に、アメリカ発のサブプライムローン危
機、
そ
し
て
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
に
密
接
に
関
連
し
て
い
る。
先
に
述
べ
た
Ｅ
Ｕ
の
南の諸国における金融バブルの発生は、世界的な金余りの構造 なかで起こっている。二〇〇〇年代に入り、アメリカでは新たに不動産市場がバ
ブ
ル
の
対
象
と
な
り、
右
上
が
り
曲
線
が
市
場
を
支
配
し
て
い
く。
当
時
の
Ｆ
Ｒ
Ｂ
総
裁
グ
リ
ー
ン
ス
パ
ン
は、
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
不
動
産
市
場
は
当
面
上
昇
し
続
けると予測した だった。だが、その発言 のち、二〇〇七年から二〇〇八年にかけて、サ
ブプライムローンの債務内容の劣化が明らかになる
ことによって二〇〇八年リーマンショックが起こった。振り返れば、二〇〇〇年代、欧米諸国では、アメリカ発のバブル経済が各国を席巻していたことになる。この不動産バブル よ 見せかけの繁栄が強ければ強いほど、その反動は大きいことになる。そして、国内経済の地盤、基礎体力がある国では金融バブル崩壊に耐えることができる そうでない諸国︵南欧諸国︶には深刻な爪痕を残すことになる。事実、二〇〇八年から八年後の現在、アメリカではまた不動産
・
住宅バブルの再燃がささ
やかれている。不動産
・
住宅市場が再活性化すれば、他の産業への波及
効果は測り知れないというのが、バブル期待の理由である 地力の弱い国民経済ではバブル崩壊 痕跡 今もなお消え去っていない。　
そして、強調すべきは、①ボワイエ著﹃ユーロ危機﹄そして②広岡著
﹃エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
に
は絶対分か
ら
な
い
ＥＵ
危機﹄
が
と
も
に述
べ
て
い
る
よ
う
に、
このような金融バブルを現実化させ 金融自由化、金融グロー ゼーションの旗振り役を務めたのが、標準的な新古典派経済学であったとう事実である。金融市場の自動均衡仮説に依拠し続けたこ が、ユ ロ危機を見えなくさせた。ユーロの登場を理論 に支えたのも、この標準的経済学の理論であった。単一通貨の導入によって各国のマクロ経済の不均衡は為替市場における調整︵通貨 切り上げ、切り下げ︶によって行われなくなる。その代わりに、資本市場がその代替機能を果たす、はずである、というのが新古典派経済学の教えであった だが ギリシア危機に始まる一連の国債危機を見ればわかるように、資本市場は危機を鎮めるどころか 逆に増幅させる である 資本市場は相場の乱高下によって利得を獲得するトレーダーから構成されている。これらのトレーダー、
ファン
ド会社に
と
り、
市場の乱高下こ
そ
が自ら
の利益機会で
あ
る。
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か
く
し
て
金
融
主
導
型
経
済
成
長
の
も
つ
歪
み
に
Ｅ
Ｕ
経
済
は
直
面
し
て
い
る
が
、
Ｅ
Ｕ
の
実
体
経
済
を
支
え
て
い
る
の
は
、
ド
イ
ツ
お
よ
び
そ
の
周
辺
諸
国
で
あ
る
。
一
九
九
〇
年
代
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
病
を
云
い
わ
た
さ
れ
た
ド
イ
ツ
は
シ
ュ
レ
ー
ダ
ー
改
革
以
後
、
ユ
ー
ロ
安
を
受
け
て
輸
出
競
争
力
を
取
り
戻
す
。
ド
イ
ツ
の
競
争
力
は
価
格
競
争
力
だ
け
で
は
く
、
技
能
訓
練
な
ど
伝
統
的
な
制
度
的
優
位
に
も
起
因
す
る
が
、
問
題
は
、
ド
イ
ツ
が
突
出
し
た
経
済
力
を
発
揮
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
し
て
そ
の
対
極
に
あ
る
の
が
、
南
欧
諸
国
で
あ
る
。
ギ
リ
シ
ア
の
債
務
危
機
の
な
か
で
、
ド
イ
ツ
国
内
世
論
は
ギ
リ
シ
ア
救
済
に
消
極
的
で
あ
っ
た
こ
と
が
大
き
な
関
心
を
集
め
た
。
貿易黒字を累積させる国はかつての日本のように
、黒字国としての責務
を
負
う
が
、
③エマニュエル・トッド著『 「ドイツ帝国」が世界を破滅させ
る』
は
、
ド
イ
ツ
の
伝
統
的
な
﹁
権
威
主
義
文
化
﹂
が
そ
の
よ
う
な
リ
ー
ダ
ー
国
と
し
て
の
責
務
を
取
り
に
く
く
さ
せ
て
い
る
、
と
分
析
す
る
。
家
族
構
造
の
特
質
か
ら
ドイツの競争力を説明する分析はトッドに固有 分析であるが
、そのド
イ
ツ
も
競
争
力
の
停
滞
、
悪
化
に
喘
い
で
い
た
時
期
が
あ
る
こ
と
も
事
実
で
あ
る
。
　
日本との関連では、ユーロ危機は決して対岸の火事ではない。ギリシ
ア
政
府
の
債
務
危
機
は、
﹁
働
か
な
い
で
消
費
す
る
ば
か
り
の
ギ
リ
シ
ア
国
民
﹂
対
﹁働き
す
ぎ
る
ド
イ
ツ国民﹂
と
い
う対立の問題で
は
な
い。
②広岡が述べ
て
い
るように、日本政府の抱える膨大な財政赤字は、ひとたび国債危機を引き起こすならば、国民経済にギリシア以上に深刻な影響を与えるリスクを有している。短期的な国内景気の回復が優先されて 財政赤字の削減が先送りされているのが現状であ が、それに伴ってわれわれはこのリスクを抱え続けることになる。現在進行中のユーロ危機　
ユーロ危機はいまだ現在進行形である。二〇〇八年のギリシア財政
機
が
明
る
み
に
出
た
こ
と
か
ら
始
ま
っ
た
ギ
リ
シ
ア
危
機
は
確
か
に
こ
れ
ま
で
の
ユ
ー
ロ
圏、
Ｅ
Ｕ
首
脳
会
議
に
お
け
る
マ
ラ
ソ
ン
協
議
の
の
ち、
よ
う
や
く
融
資
枠
の決定と引き換えにギリシア政府が財政再建を公約す ことになり、表面的には危機は押
さえ込まれている。だが、何らかの構造的要因によっ
て、
こ
の
ギ
リ
シ
ア政府と
の合意、
妥協が覆さ
れ
る
よ
う
に
な
れ
ば、
沈静化し
た危機は再び燃え上がりかねない。さらに、最近における大量の難
・
移
民
流
入
の
危
機
が
Ｅ
Ｕ
を
悩
ま
し
て
い
る。
こ
の
危
機
へ
の
取
り
組
み
に
お
い
て
Ｅ
Ｕ
全
体
の
主
導
性
が
発
揮
さ
れ
る
こ
と
な
く、
加
盟
諸
国
の
政
府
の
利
害
が
前
面
に
出
て
し
ま
っ
た
こ
と
に
よ
り、
Ｅ
Ｕ
の
足
並
み
は
大
き
く
崩
れ
て
し
ま
っ
た。
そ
の
こ
と
が
ＥＵ
へ
の全体的な不信の念を増幅さ
せ
る
こ
と
に
なった。
そ
し
て、
二
〇
一
六
年
六
月
二
四
日、
イ
ギ
リ
ス
が
Ｅ
Ｕ
か
ら
離
脱
す
る
こ
と
が
国
民
投
票
の
結果、僅差で決定した。イギリスはユーロ圏に属していないが、主要国の
ひ
と
つ
で
あ
る
イ
ギ
リ
ス
が
Ｅ
Ｕ
離
脱
に
至
っ
た
こ
と
は
ユ
ー
ロ
圏
に
も
大
き
な
影響を与えるはず ある。　
イ
ギ
リ
ス
の
Ｅ
Ｕ
離
脱
を
含
め
て
ユ
ー
ロ
危
機、
Ｅ
Ｕ
危
機
を
全
体
的
に
分
析
し
ようとしているのが、④遠藤乾著『欧州複合危機』である。複数の危機が同時に進行していること、そして、それらの危
機が相互に連関してい
る
こ
と、
さ
ら
に、
国
際、
Ｅ
Ｕ
、
地
域
と
い
う
三
つ
の
空
間
を
対
象
に
し
て
い
る
こ
と、
こ
れ
ら
の
こ
と
が
﹁複合危機﹂
と命名さ
れ
る理由で
あ
る。
た
し
か
に、
Ｅ
Ｕ
で
は、
ユ
ー
ロ
危
機
だ
け
で
な
く、
難
民
・
移
民
危
機、
テ
ロ
危
機、
イ
ギ
リ
ス
の
離
脱
危
機
な
ど
が
次
々
に
起
こ
っ
て
い
る。
現
在
の
Ｅ
Ｕ
が
こ
う
し
た
複
合
危
機の中にあるとすれば、ユーロ危機もたんに経済学の世界だけに収まるも
の
で
は
な
く、
人文
・
社会科学全体の
な
か
で分析さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る。
政
治、
経
済、
社
会、
そ
し
て
哲
学
に
至
る
ま
で
の
幅
広
い
問
題
圏
を
現
在
の
Ｅ
Ｕ
は提起している。
﹁欧州複合危機﹂の著者によれば、
﹁ナショナリズム＝
民
主
主
義
＝
国
家
主
権
﹂
の
三
位
一
体
を
克
服
す
る
だ
け
の
正
当
性
を
Ｅ
Ｕ
は
ま
だ
備えていない。制度的には、ヨーロッパ議会は直接選挙によって存在して
い
る
が、
投
票
率
は
現
実
に
低
下
し
続
け
て
い
る。
し
か
も、
Ｅ
Ｕ
は
全
体
と
し
て
低
成
長、
高
い
失
業
率、
経
済
格
差
の
強
ま
り
に
悩
ま
さ
れ
て
い
る
な
か
で
は、
こ
の
Ｅ
Ｕ
の
正
当
性
は
確
立
困
難
に
な
る
ど
こ
ろ
か、
す
べ
て
う
ま
く
行
か
な
い
の
は
Ｅ
Ｕ
の
せ
い
で
あ
る、
と
い
う
意
識
を
生
み
出
す
こ
と
に
な
る。
こ
の
意
識
は
た
だちにナショナリズムに直結する。しかも、既成政党はこぞっ 、右左も政権交代が実現しても、国内経済はドイツ圏を除いていっこうに回復する兆しを見せない。こうなると、国民大衆の支持は、既成の保守にも
革
新
に
も
向
か
わ
ず、
い
わ
ゆ
る
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム
政
党
に
向
か
う
こ
と
に
な
る。
中間勢力、中道層もまた同様の傾向を見せることになる。ユーロ危機から資本主義の社会認識へ　
このような時代閉塞的な状況の中で、そもそも資本主義体制はどこに
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向か
う
の
で
あ
ろ
う
か。
ユーロ危機と
い
う現実を直視し
つ
つ、
わ
れ
わ
れ
は現
代社会の将来について自問せざるをえない。この論点について、冒頭の五冊のな で、⑤フレデリック・ロルドン『なぜ私たちは、喜んで“資本主義の奴隷”になるのか？
―
新自由主義社会における欲望と隷属』
はある種の考察基準を提起している。フランス語原書のタイトルは、直訳
す
れ
ば、
﹃
資
本
主
義
・
欲
望
・
隷
属︱
マ
ル
ク
ス
と
ス
ピ
ノ
ザ
﹄︵
二
〇
一
〇
年発刊︶である。著者は現在五十歳代半ば、かつてボワイエ もとで博士論文を提出したレギュラシオン派 第二世代であ 。レギュラシオン理論か
ら出発し
つ
つ、
現在で
は哲学的著作に
お
い
て新境地を開い
て
い
る。
ベースになっているのは、レギュラシオン理論が明らかにした大量消費社会における労働者
・
国民の﹁実質的包摂﹂の変化である。フォード主
義以前において国民は限界的にしか市場経済に関わっ いない。ところが大量消費 よる国内市場の成立
・
繁栄は、国民一人ひとりが市場経済
のなかにどっぷりと入り込むことを余儀なくする。そして、国民各層は安定的
成長が持続するかぎりで、中流意識を持つに至る。だが、このよ
うなフォード主義は、金融自由化の進行によって徐々にその土台が切り崩されていく。安定的な賃金の上昇を保証していた賃労働関係は、金融主導型成長のもとでは、成長の要因であるよりも、対外的競争力強化ための要因となり、賃金の抑制が経営戦略において優先されるようになる。にもかかわらず、国民 資本主義体制のなかに包摂されねばならない。
給与の引き下げ、
労働強化、
人員削減が日常的に伝え
ら
れ
る
な
か
で、
企業は、
﹁恐れ
に
よって
よ
り
も愛に
よって君臨し
た方が
よ
り効果的で
あ
る
ことを経験的に発見する﹂
︵一〇七頁︶
。マルクス↓レギュラシオン理論の
構造分析を継承しつつ、ロルドンはそこ スピノザの分析装置を挿入して
い
る。
重
要
な
の
は
個
人
の
行
為
の
も
と
と
な
る
感
情、
情
念
の
世
界
で
あ
り、
そ
こ
に
ス
ピ
ノ
ザ
の﹁
コ
ナ
ト
ゥ
ス
﹂︵
自
存
力
︶
を
援
用
す
る。
コ
ナ
ト
ゥ
ス
と
は、存在しよう する力であり、
身体を動かす根源的エネルギーなので
ある。ロルドンによれば、資本主義とは、欲望 跳躍が解き放たれた姿を圧倒的な様相で示す事例である。なお、参考までに、ロルドンの最近訳書﹃私たちの＂感情＂と＂欲望＂はいかに資本主義に偽造されているの
か？
︱
新自由主義社会に
お
け
る感情の偽造﹄
︵作品社︶
も出版さ
れ
た
ばかりである。　
ユーロ危機の根本的な分析は、資本主義経済についての理解のしかた
に密接に関連している、というのがロルドンのメッセージであろう。財
政緊縮政策をとりつつ名目的な経済の安定を目指すばかりでは政策的なブレイクスルーがますます困難になり、結局はドイツモデルが支配し続けることになる。ヨーロッパが本来的にもつ多様性、固有の諸民族の歴史
を
十
分
ふ
ま
え
た
よ
う
な
方
向
こ
そ、
Ｅ
Ｕ
が
と
る
べ
き
戦
略
で
あ
ろ
う。
そ
の
ためにも、 のヨーロッパの豊かな多様性を押し殺している現在 状況は、資本主義分析の根本において把握される必要があ
る。
　
現実社会の動きが、それを分析する者にどのような分析を要請するこ
とになるのか。ボワイエとロルドンの二人の例はその意味で大変示唆的である。レギュラシオン理論の言わば﹁育ての親﹂であったボワイエのもとで若きロルドンは師弟関係を結んだのであるが、その後の展開の中で、ロルドンは固有の意味での経済学分析から自由に り、哲学分析に突き進んでいく。これに対して、師のボワイエは標準的な新古典派 枠組みを批判し続け 一方で、自らの経済理論をできるだけ隣接諸学問との協力関係に置くよう っている。木を見つつ、森を見るための二つの学問的方法を ボワイエ、そしてロルド はそれぞれ提起し いる。　
すでに述べたように、ユーロ危機は現在も進行中である。二〇一六年
十一月、アメリカ大統領選において下馬評を覆してトランプ候補の当選が
決
ま
っ
た。
Ｅ
Ｕ
離
脱
と
ト
ラ
ン
プ
の
大
統
領
選
挙
の
勝
利
に
共
通
し
て
い
る
の
は、アメリカにおいてもイギリ
スにおいても、世の中の成長から取り残
さ
れ
た
人
々
の
怒
り
で
あ
る。
イ
ギ
リ
ス
で
は、
Ｅ
Ｕ
統
合
の
利
益
配
分
を
受
け
な
か
っ
た
社
会
層︵
労
働
者、
高
齢
者、
地
方
在
住
者
︶
で
あ
り、
ア
メ
リ
カ
で
は、
バブル経済の繁栄から取り残された人々︵白人労働者、低位中間層︶であ
る。
こ
の
小
論
を
執
筆
し
つ
つ
あ
る
現
在、
イ
ギ
リ
ス
で
は
高
等
法
院
が
Ｅ
Ｕ
離
脱の国民投票の法的有効性について判断を下す予定 あるし イタリアでは憲法改正の国民投票でナショナリズムを掲げる政党の主張が承認され、現職 首相は辞任を表明している。オーストリアではかろうじてナショナリズムに依拠する大統領候補を打破することが きた。世界的に大きな流れになりつつある は、グローバル経済が深刻な格差を地球上で生み出し
た結果、
そ
の怒り
を
つ
ぎ
つ
ぎ
に国政選挙に
お
い
て爆発さ
せ
て
い
る現実である。二〇一七年四、五月のフランス大統領選挙をピークにして、さらなるサプライ が起こる可能性 きわめて高い。本論稿
は、し
たがって二〇一六年十 月初旬におけ ユーロ危機の中間報告である。 
︵いのうえ
　
やすお︶
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